
様式１（主な取組）

【 098-866-2045 】担当部課 【連絡先】 企画部交通政策課 関連URL ―

　離島住民の割高な船賃及び航空運賃を低減する
ため一部費用を負担し、離島の定住条件の整備を
図る。

県

航路または航空事業者が設定した低減運賃への負担金の交付

航路（約３割～約７割）及び航空路（約４割）の運賃低減

実施 実施 実施

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業 対応する成果指標 低減化した路線における航路・航空路の利用者数（離島住民）

施策の方向 ・交通コストについては、離島住民等の移動に係る航空運賃及び船賃の低減に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ①交通コスト等の低減

施策の小項目名 ○交通コストの低減



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　航路24路線、航空路14路線で事業を実施し、割高な船賃及び航空運賃の低減により運賃水準が計画値と同水準になった。令和５年度はコロナ禍の落ち着きにより利用者が増
加した。

令和5年度の取組改善案 反映状況

○　引き続き、離島市町村と連携し、離島住民等交通コスト負担軽減事業を安定的
かつ継続的に実施していく。

事業の取り扱いについて、市町村と意見交換等を行い市町村間で取り扱いに差が出ないよ
う事業を実施した。

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　離島住民の割高な船賃及び航空運賃を低減する
ため、航路24路線、航空路14路線において航路事
業者及び航空事業者に対し、負担金を交付した。航路 約３割～約７割 航空路約４割 航路 約３割～約７割 航空路約４割 航路約３割～約７割航空路約４割 実施 0.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　離島住民の割高な船賃及び航空運賃を低減するため一部費用
を負担し、離島の定住条件の整備を図る。

　離島住民の割高な船賃及び航空運賃を低減するため一部費用
を負担し、離島の定住条件の整備を図る。

活動指標名
航路（約３割～約７割）及び航
空路（約４割）の運賃低減

R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

負担 2,598,296 2,948,540
一括交付金
（ソフト）

負担 2,826,852

主な財源 実施方法
R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業 予算事業名 沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　・インフレや円安による燃料費高騰等が続いており、離島
住民向けの割引運賃の動向を注視する必要がある。

② 連携の強化・改善

　引き続き離島市町村と連携し、離島住民等交通コスト負担
軽減事業を安定的かつ継続的に実施していく。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL －

　沖縄本島から南北大東島へ航空機で輸送される
食品等の生活物資の輸送経費を補助する。

県,北大東村,南大東
村

南北大東島へ輸送される補助対象品目の航空機輸送経費への補助

補助支援件数（内訳）

２村（継続２村） ２村（継続２村） ２村（継続２村）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 緊急時生活物資航空機輸送費補助事業 対応する成果指標 低減化した路線における航路・航空路の利用者数（離島住民）

施策の方向
・生活コストについては、沖縄本島から小規模離島を中心とする県内有人離島へ輸送される食品、日用品等の輸送費等の低減に市町村等と連携し
て取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ①交通コスト等の低減

施策の小項目名 ○生活コストの低減



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和５年度は、計画値どおり２村へ補助を実施し目標を達成した。２村と協議して登録事業者（島内小売店）への事業の周知を行ったことで、台風接近などによる船舶欠航
時に本事業が活用され、これまでの長期間にわたる食品等の品薄状態が大きく解消・改善されたことに伴い、離島定住条件の整備に大きく寄与した。

令和5年度の取組改善案 反映状況

・２村と協議し、登録事業者（島内小売店）へ速やかな補助金の支出および概算払
い等による適時適切な補助金の支出に引き続き努める。 
 
・船舶ドックによる航路運休の期間は事業の補助対象外となるため、県および２
村、船舶会社、登録事業者（島内小売店）との連携、情報共有体制を引き続き促進
する。

・２村と協議し、登録事業者（島内小売店）へ速やかな補助金の支出および概算払い等に
よる柔軟な補助金の支出に努めた。 
 
・事業の実施にあたり、船舶ドックによる航路運休の期間は事業の補助対象外となるた
め、欠航による品薄状態を回避すべく県および２村、船舶会社、登録事業者（島内小売
店）が連携、情報共有を図り適切に対応した。

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　台風接近などにより、南北大東村への航路便が
一定期間欠航した場合、品薄状態の解消等を目的
に行なわれる食品等の航空機輸送に対し、２村と
協議して登録事業者（島内小売店）へ10割の補助
を行った。

2村 2村 2村 ２村（継続２村） 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　沖縄本島から南北大東島へ航空機で輸送される食品等の生活
物資の輸送経費を補助を行った。

　沖縄本島から南北大東島へ航空機で輸送される食品等の生活
物資の輸送経費を補助を行う。

活動指標名 補助支援件数（内訳） R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

県単等 補助 2,850 2,087 県単等 補助 2,000

主な財源 実施方法
R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 緊急時生活物資航空機輸送費補助事業 予算事業名 緊急時生活物資航空機輸送費補助事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　船舶ドックによる航路運休の期間は、本事業の対象外とな
るため、船舶会社と登録事業者（島内小売店）との連携を促
進する必要がある。 ② 連携の強化・改善

　船舶ドックによる航路運休の期間は事業の補助対象外とな
るため、県および２村、船舶会社、登録事業者（島内小売
店）との連携、情報共有体制を引き続き促進する。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　２村と協議し、登録事業者（島内小売店）へ速やかな補助
金の支出および概算払い等による適時適切な補助金の支出に
努める必要がある。 ② 連携の強化・改善

　２村と協議し、登録事業者（島内小売店）へ速やかな補助
金の支出および概算払い等による適時適切な補助金の支出に
引き続き努める。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL
https://www.pref.okinawa.jp/kensei/shinko/1017087/1017118/10

17125/1017126.html

　離島の石油製品の輸送経費等に対する補助を実
施し、離島における石油製品の本島並みの価格の
安定と円滑な供給を図る。

県

離島の石油製品の輸送経費等に対する補助の実施

補助事業者数（内訳）

34事業者（継続34事業者） 34事業者（継続34事業者） 34事業者（継続34事業者）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 石油製品輸送等補助事業 対応する成果指標 低減化した路線における航路・航空路の利用者数（離島住民）

施策の方向 ・離島における石油製品については、輸送費等に対し補助を行い、沖縄本島並みの価格の安定と円滑な供給に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ①交通コスト等の低減

施策の小項目名 ○石油製品の沖縄本島並みの価格の安定と円滑な供給



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　Ｒ５年度は計画どおり34事業者に対する補助を実施し、石油製品の安定供給と本島との価格差縮小を図った。

令和5年度の取組改善案 反映状況

○市町村、石油販売事業者等と連携し、揮発油税等の軽減措置の延長に取り組む。 
○市町村、石油販売事業者等と連携し、本島との価格差の縮小に取り組む。 
○補助事業の実施に必要な予算の確保に取り組むとともに、予算の範囲内で効果的
な事業の実施に取り組む。

○本事業の前提となる揮発油税等軽減措置の延長に取り組んだ結果、令和９年５月までの
３年間延長された。 
○燃油高騰等に伴う輸送費の増額を踏まえ、補正予算により必要な予算を確保するととも
に、市町村、石油販売事業者等と連携し、本島との価格差縮小に取り組んだ。

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　34事業者を対象に補助を実施し、石油製品の安
定供給と本島との価格差縮減を図った。

35事業者 34事業者 34事業者 34事業者（継続34事業者） 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　本島から離島へ輸送される石油製品について、本島並みの価
格の安定と円滑な供給を図るため、石油販売事業者等が負担す
る輸送経費への補助を行った。

　本島から離島へ輸送される石油製品について、本島並みの価
格の安定と円滑な供給を図るため、石油販売事業者等が負担す
る輸送経費への補助を行う。

活動指標名 補助事業者数（内訳） R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

県単等 補助 1,003,329 990,938 県単等 補助 1,055,415

主な財源 実施方法
R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 石油製品輸送等補助事業費 予算事業名 石油製品輸送等補助事業費



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　本島・離島間で依然として価格差があることから、価格差
の縮小に向けて取り組む必要がある。

② 連携の強化・改善

　価格差の要因分析を行うとともに、市町村、石油販売事業
者等と意見交換を行い、本島との価格差の縮小に取り組む。

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　原油価格高騰等の影響により、本事業の実質的な財源とな
る石油価格調整税が税収減となった場合には、補助の実施に
影響を及ぼす可能性がある。 ① 執行体制の改善

　補助事業の実施に必要な予算の確保に取り組むとともに、
予算の範囲内で効果的な事業の実施に取り組む。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　本事業及びその前提となる揮発油税等軽減措置について、
より効果的な制度のあり方に関する調査等を行う必要があ
る。

④ 創意工夫による取
組の改善(合理化・効
率化)

　本事業及びその前提となる揮発油税等軽減措置について、
より効果的な制度のあり方に関する調査等を行う。



様式１（主な取組）

【 098-866-2036 】担当部課 【連絡先】 企画部情報基盤整備課 関連URL ―

　条件不利地域における都市部との情報格差是正
や高度な情報通信技術の利活用環境の形成を図
るため、情報通信基盤の整備に取り組む。

県

南大東島と北大東島を結ぶ海底光ケーブルの整備

整備進捗率

調査設計40％
調査設計100％ 
整備工事20％

整備工事60％

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 大東地区情報通信基盤整備推進事業 対応する成果指標 超高速ブロードバンドサービス基盤整備率（離島）

施策の方向
・離島や過疎地域の情報通信において、都市部など基盤整備が進んでいる地域と同等のブロードバンド環境や放送の受信環境の確保に向けて、災
害等に強い安定した情報通信基盤の整備・高度化、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ②情報通信基盤の強化とＩＣＴの活用

施策の小項目名 ○情報通信基盤の整備・高度化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

― ― 整備工事26％ 整備工事20％ 100.0%

順調
活動指標名 整備進捗率 R5年度

実績値

R3年度 R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

　令和５年度は南北大東島間の海底ケーブル整備
に係る調査設計及び陸上部工事に着手した。

-％ 調査設計46％ 調査設計100％ 調査設計100％ 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　南大東島と北大東島を結ぶ海底光ケーブル整備に係る調査設
計の完了及び整備工事に着手する。

　南大東島と北大東島を結ぶ海底光ケーブル整備に係る陸上部
整備工事の完成及び海底光ケーブル製作に着手する。

活動指標名 整備進捗率 R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

直接実施 226,814 1,439,300
一括交付金
（ソフト）

直接実施 1,734,000

主な財源 実施方法
R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 大東地区情報通信基盤整備推進事業 予算事業名 大東地区情報通信基盤整備推進事業



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　安定かつ質の高い情報通信基盤の確保を確保するためには
光ファイバーや施工の品質管理のほか、施工後の光ケーブル
の監視や維持管理が重要となる。 ⑧ その他

　光ファイバーや施工の品質管理について適切に行われてい
るかを確認するとともに施工後の光ケーブルの監視体制や監
視方法について情報収集し、安定かつ質の高い情報通信基盤
が担保されているか確認する。

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　現場の地形・地質等に適した工事方法にて工事を実施する
必要があるが、同種工事の前例が少なく事業毎に最適な工事
方法が異なるため、工事方法が適切であるか判断が難しい。 ⑧ その他

　工事方法等について受注者の作成した計画や取組状況が適
切であるか有識者に意見聴取を行う。

　令和５年度は南北大東島間の海底ケーブル整備に係る調査設計の完了を計画しており、計画通り陸上部工事に係る箇所の調査設計を完了した。 
また、陸上部工事に着手し、令和５年度に計画していた出来高を達成したことから順調である。

令和5年度の取組改善案 反映状況

○　通信事業者と施工計画について協議を行い、年度毎予算の平準化に取り組む。 通信事業者と施工計画について協議を行い、年度毎の事業予算を見直して平準化した。

３　取組の検証（Check）

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果



様式１（主な取組）

【 098-866-2036 】担当部課 【連絡先】 企画部情報基盤整備課 関連URL ―

　条件不利地域における都市部との情報格差是正
や高度な情報通信技術の利活用環境の形成を図
るため、情報通信基盤の整備に取り組む。

県,民間通信事業者,
市町村

大東地区の陸上光ファイバ網の整備

整備方針（実施主体、整備手法等）の検討・決定 －

方針検討 方針決定 －

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 超高速ブロードバンド環境整備促進事業 対応する成果指標 超高速ブロードバンドサービス基盤整備率（離島）

施策の方向
・離島や過疎地域の情報通信において、都市部など基盤整備が進んでいる地域と同等のブロードバンド環境や放送の受信環境の確保に向けて、災
害等に強い安定した情報通信基盤の整備・高度化、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ②情報通信基盤の強化とＩＣＴの活用

施策の小項目名 ○情報通信基盤の整備・高度化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

やや遅れ

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和５年度は、計画通り残された地域の整備方針検討を進めたものの、関係者間の合意には至っていないことからやや遅れとした。

令和5年度の取組改善案 反映状況

関係者間で協議を重ね、各関係者が合意できる整備方針を検討する。 関係者間で協議したものの合意には至っていない。

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　大東地区の陸上光ファイバ網整備にあたり、残
された地域の整備方針を検討した。

－ 方針検討 方針検討 方針決定 70.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　大東地区の陸上光ファイバ網整備にあたり、残された地域の
整備方針を検討した。

　南大東村及び北大東村の光ファイバ網未整備地域について、
事業化に向けて予算を確保する。

活動指標名
整備方針（実施主体、整備手法
等）の検討・決定

R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

― ― 345,634 0 ― ―

主な財源 実施方法
R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 － 予算事業名 －



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　関係者間の課題の共有や妥協点及び条件の把握等が不十分
であった可能性がある。

② 連携の強化・改善

　これまでより密に協議を実施し、関係者間の妥協点及び条
件を踏まえた方針を提示する。



様式１（主な取組）

【 098-866-2036 】担当部課 【連絡先】 企画部情報基盤整備課 関連URL －

　離島において、オンライン教育や自治体の情報シ
ステムの標準化・共通化、テレワーク、５G利活用等
のデジタル社会の推進を図るため、地域の通信需
要増加を見据えた海底光ケーブル通信設備への機
能強化（伝送装置等の高度化）を図る。

県

先島・久米島地区における海底光ケーブルの通信設備高度化

事業進捗率（R４久米島地区、R５先島地区）

久米島地区100％ 先島地区100％ －

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 離島地区情報通信基盤高度化事業 対応する成果指標 超高速ブロードバンドサービス基盤整備率（離島）

施策の方向
・離島や過疎地域の情報通信において、都市部など基盤整備が進んでいる地域と同等のブロードバンド環境や放送の受信環境の確保に向けて、災
害等に強い安定した情報通信基盤の整備・高度化、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ②情報通信基盤の強化とＩＣＴの活用

施策の小項目名 ○情報通信基盤の整備・高度化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和５年度計画では、先島地区において事業を完了することとしており、達成したことから順調とした。

令和5年度の取組改善案 反映状況

　令和４年度は、契約後の現場調査により設計変更を要すると判明したことから、
今後は設計と発注内容の精査に努めることとした。

　令和５年度は本事業における新規の発注及び契約は無かったものの、設計変更に適切に
対応し事業を完了した。

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　先島地区において海底光ケーブル通信設備への
機能強化（伝送装置等の高度化）を完了した。

－ 久米島地区100％ 先島地区100％ 先島地区100％ 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　先島地区において海底光ケーブル通信設備への機能強化（伝
送装置等の高度化）を完了した。

活動指標名
事業進捗率（R４久米島地区、R
５先島地区）

R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

直接実施 140,184 1,038,056 ― ―

主な財源 実施方法
R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 離島地区情報通信基盤高度化事業 予算事業名



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　県としては海底光ケーブル通信設備の利用状況を把握する
必要がある。また通信事業者による離島地区での５Ｇの普及
状況を把握し、普及促進についてどのような対応ができるか
検討する必要がある。

⑧ その他

　本事業で機能を強化した海底光ケーブル通信設備につい
て、定期的に利用状況を確認する。また離島地区での５Ｇの
普及促進について対応を検討する。



様式１（主な取組）

【 098-866-2036 】担当部課 【連絡先】 企画部情報基盤整備課 関連URL －

　個別施設計画に基づき、工事に係る設計業務や
中継局の発電設備等の更新工事を行う。

県

テレビ中継局の放送設備等の更新・整備

県有テレビ中継局の更新・長寿命化の進捗率（個別施設計画（中長期計画（R３～12））の進捗率）

34％ 46％ 55％

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 テレビ放送運営事業 対応する成果指標 超高速ブロードバンドサービス基盤整備率（離島）

施策の方向
・離島や過疎地域の情報通信において、都市部など基盤整備が進んでいる地域と同等のブロードバンド環境や放送の受信環境の確保に向けて、災
害等に強い安定した情報通信基盤の整備・高度化、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ②情報通信基盤の強化とＩＣＴの活用

施策の小項目名 ○情報通信基盤の整備・高度化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　個別施設計画に基づき、県有テレビ中継局の更
新・長寿命化を行った。（南大東及び北大東テレ
ビ中継局空調機更新工事、石垣テレビ中継局空調
機更新工事）26％ 34％ 46％ 46％ 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　個別施設計画に基づき、工事に係る設計業務や中継局の発電
設備等の更新工事を行った。（川平テレビ中継局、南北大東テ
レビ中継局、石垣テレビ中継局）

　個別施設計画に基づき、設計業務や中継局発電設備等の更新
工事を行う。／機器経年劣化が見られることから、次年度に向
け個別施設計画の見直しを行う。

活動指標名

県有テレビ中継局の更新・長寿
命化の進捗率（個別施設計画
（中長期計画（R３～12））の進
捗率）

R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

県単等 直接実施 77,924 162,415 県単等 直接実施 243,122

主な財源 実施方法
R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 テレビ放送運営事業費 予算事業名 テレビ放送運営事業費



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　機器経年劣化による、当初計画策定時と優先順位の変更が
生じることが予想される。

⑧ その他

　機器の経年劣化を確認、優先順位の見直しを行う。

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　優先順位の設定にあたっては、改めて修繕履歴を確認し、
劣化度調査を行う必要がある。

⑧ その他

　優先順位の検討にあたっては、維持管理を行う放送事業者
団体に対して修繕履歴などの情報収集や意見交換を行う。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　劣化状況に応じた改修範囲の設定のための設計調査を実施
した。その結果、工法を変更し、工事を発注できた。

⑥ 変化に対応した取
組の改善

　引き続き、工事実施前の調査設計を継続し、適切な工法の
選択および工期の設定等に努める。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　個別施設計画に基づき、進捗が行われており、概ね順調に推移している。

令和5年度の取組改善案 反映状況

○鉄塔塗装工事において、塗料に新たな規制対象となった有害物質が含まれている
ことが判明し、施工方法の見直しや新たな安全対策を行った。

○改修範囲の設定や関係法令の変更による影響等を確認し、事業を実施した。



様式１（主な取組）

【 098-866-2036 】担当部課 【連絡先】 企画部情報基盤整備課 関連URL －

　八重山地区ラジオ中継局の更新・移設（於茂登中
継局から石垣中継局および川平中継局への移設）

県,市町村

ラジオ中継局の更新・強靱化支援

更新・強靱化実施地区数（内訳）

１地区 １地区（継続１地区） －

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 ラジオ中継局強靱化支援事業 対応する成果指標 超高速ブロードバンドサービス基盤整備率（離島）

施策の方向
・離島や過疎地域の情報通信において、都市部など基盤整備が進んでいる地域と同等のブロードバンド環境や放送の受信環境の確保に向けて、災
害等に強い安定した情報通信基盤の整備・高度化、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ②情報通信基盤の強化とＩＣＴの活用

施策の小項目名 ○情報通信基盤の整備・高度化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　○ラジオ中継局の更新・強靱化実施地区数は目標１地区に対して、実績１地区と達成しているが、試験電波発射時に電波の混信が発生するなど、不測の事態が発生し、令和
５年で終了できず、令和６年度で事業完了予定。（事業自体には着手しており、不測の事態が発生したため、完了はしていないものの、順調と判断しているため）

令和5年度の取組改善案 反映状況

○引き続き関係機関と連携を図ることにより、進捗の適宜把握に努め、円滑な事業
の遂行に資するよう取り組む。

○試験電波発射時に電波の混信が発生するなど、不測の事態が発生し、令和５年で終了で
きず、令和６年度で事業完了予定。

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　八重山地区ラジオ中継局の更新・移設（於茂登
中継局から石垣中継局および川平中継局への移
設）1地区 1地区 1地区 １地区（継続１地区） 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　八重山地区ラジオ中継局の更新・移設（於茂登中継局から石
垣中継局および川平中継局への移設）（令和４年度から繰越事
業）

　八重山地区ラジオ中継局の更新・移設（於茂登中継局から石
垣中継局および川平中継局への移設）

活動指標名
更新・強靱化実施地区数（内
訳）

R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

県単等 補助 38,629 0 県単等 補助 4,127

主な財源 実施方法
R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 ラジオ中継局強靱化支援事業 予算事業名 ラジオ中継局強靱化支援事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　八重山地区については、定期的な進捗確認を行っていたも
のの、不測の事態が発生し、事業完了が遅れた。

① 執行体制の改善

　事業の進捗について、定期的に報告を受けることにより、
技術的な課題についても把握し、的確な指示を行えるよう取
り組む。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL
https://www.pref.okinawa.jp/kensei/shinko/1017087/1017093.ht

ml

　離島・過疎地域のデジタル実装を進め、デジタル
技術の活用により、離島・過疎地域の個性を活かし
ながら、地域課題の解決と持続可能な地域づくりを
図る。

県,民間事業者

離島・過疎地域のデジタル実装支援

支援件数（累計）

２件 ２件（４件） ２件（６件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 離島・過疎地域づくりＤＸ促進事業 対応する成果指標 超高速ブロードバンドサービス基盤整備率（離島）

施策の方向
・離島や過疎地域の情報通信において、都市部など基盤整備が進んでいる地域と同等のブロードバンド環境や放送の受信環境の確保に向けて、災
害等に強い安定した情報通信基盤の整備・高度化、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(8)-ア
人流・物流のコスト低減と情報通信基盤の
強化

施 策 ②情報通信基盤の強化とＩＣＴの活用

施策の小項目名 ○情報通信基盤の整備・高度化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　離島・過疎地域においてオンライン学習塾支援（対象地域３町村の62名に対して実施）及び高齢者等のみまもり支援（対象地域５市村の139世帯に対して実施）の２件の支
援を概ね計画どおり実施することができた。

令和5年度の取組改善案 反映状況

○　学力テストの結果を保護者に直接メールで通知するなどの方法により、保護者
との確実な情報共有に取り組む。 
○　事業実施区域内の市町村や関係団体との連携を強化しながら、より効果的な周
知の実施に取り組む。

〇学力テストの結果を保護者に通知し、保護者との確実な情報共有に取り組んだ。 
 
〇　地域での説明会や、事業実施区域内の市町村、地区関係者等で連絡会議を開催するな
ど、効果的な周知に取り組んだ。

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　離島・過疎地域の7市町村において、デジタル技
術を活用したオンライン学習塾支援及び高齢者等
のみまもり支援を実施した。― 2件 2件 ２件（４件） 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　離島・過疎地域において、デジタル技術を活用したオンライ
ン学習塾及び高齢者等のみまもり支援を実施し、併せて移住定
住デジタル広報を実施した。

　離島・過疎地域において、デジタル技術を活用したオンライ
ン学習塾及び高齢者等のみまもり支援を実施し、併せて移住定
住デジタル広報を実施する。

活動指標名 支援件数（累計） R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

内閣府計上 補助 39,894 54,221 内閣府計上 補助 43,464

主な財源 実施方法
R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 離島・過疎地域づくりＤＸ促進事業 予算事業名 離島・過疎地域づくりＤＸ促進事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　高齢者等のみまもり支援について、継続的に事業を行って
いくため、事業実施区域内の市町村や関係団体との連携を強
化しながら、引き続き周知活動に取り組む必要がある。

⑤ 情報発信等の強
化・改善

　高齢者等のみまもり支援については、事業実施区域内の市
町村や関係団体との連携を強化しながら、より効果的な周知
活動を行う。

⑤ 県民ニーズの変化
(外部環境の変化)

　高齢化が進む離島・過疎地域においては、一人暮らし高齢
者等の見守り体制の構築や子どもの学力向上に取り組むなど
して、地域課題の解決及び持続可能な地域づくりを図る必要
がある。

⑤ 情報発信等の強
化・改善

　デジタル技術を活用して地域課題の解決及び持続可能な地
域づくりに取り組んでいる離島・過疎地域の取組内容につい
て、引き続き、デジタル広報によるプロモーションを実施し
広く情報を発信する。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　オンライン学習塾支援については、令和６年度から県から
事業者への補助から市町村を通じての補助へと変更になった
ため、市町村に対して適切な進捗管理を行っているか確認す
る必要がある。

① 執行体制の改善

　オンライン学習塾支援については、市町村に対して適切な
進捗管理を行っているか適宜確認する。


